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平成３０年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

平成３０年度日高市水道事業会計決算 

平成３０年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

令和元年６月２４日から令和元年８月６日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、計数が経営成績及び財政状

態を適正に表示しているか審査した。 
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１ 水 道 事 業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額である。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 1,126,746,000 1,146,620,025 19,874,025 101.8% 1,176,971,099 △ 30,351,074 △ 2.6% 

営業外収益 96,626,000 104,673,929 8,047,929 108.3% 105,880,103 △ 1,206,174 △ 1.1% 

合 計 1,223,372,000 1,251,293,954 27,921,954 102.3% 1,282,851,202 △ 31,557,248 △ 2.5% 

 

収益的収入の決算額は１，２５１，２９３，９５４円で、予算額を２７，９２１，９５４円（２．３％）

上回っており、前年度決算額と比較すると３１，５５７，２４８円（２．５％）の減少である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,161,812,000 1,101,265,871 53,958,129 94.8% 1,104,288,888 △ 3,023,017 △ 0.3% 

営業外費用 33,795,000 33,793,164 1,836 100.0% 34,670,049 △ 876,885 △ 2.5% 

特 別 損 失 312,000 231,420 80,580 74.2% 19,470 211,950 1,088.6% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,200,919,000 1,135,290,455 59,040,545 94.5% 1,138,978,407 △ 3,687,952 △ 0.3% 

 

収益的支出の決算額は１，１３５，２９０，４５５円（執行率９４．５％）で、５９，０４０，５４５円 

の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると３，６８７，９５２円（０．３％）の減少である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は６，５８８，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１１６，００３，４９９円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益について 

は、後述「４ 経営成績」のとおり９４，７３５，２２３円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企  業  債 398,000,000 125,300,000 △ 272,700,000 31.5% 109,200,000 16,100,000 14.7% 

寄 附 金 1,000 0 △ 1,000 － 0 0  － 

負 担 金 102,437,000 117,716,800 15,279,800 114.9% 38,714,000 79,002,800 204.1% 

合   計 500,438,000 243,016,800 △ 257,421,200 48.6% 147,914,000 95,102,800 64.3% 

 

資本的収入の決算額は２４３，０１６，８００円で、予算額を２５７，４２１，２００円（５１．４％）

下回っており、前年度決算額と比較すると９５，１０２，８００円（６４．３％）の増加である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 723,737,000 408,567,016 99,367,984 56.5% 292,574,808 115,992,208 39.6% 

企 業 債 

償 還 金 
75,129,000 75,128,427 573 100.0% 62,452,231 12,676,196 20.3% 

合   計 798,866,000 483,695,443 99,368,557 60.5% 355,027,039 128,668,404 36.2% 

 

資本的支出の決算額は４８３，６９５，４４３円（執行率６０．５％）であった。支出の主なものは、 

配水管布設等工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条第１項の規定による繰越額は１５５，６６８，０００円、継続費逓次

繰越額は６０，１３４，０００円であった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２４０，６７８，６４３円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２１，２２６，１２７円、過年度分損益勘定留保資金９４，３２４，０８９円、減債積立金

７５，１２８，４２７円及び建設改良積立金５０，０００，０００円で補塡された。 
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３ 業務の状況 

区 分 平成３０年度 平成２９年度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年度末給水人口 55,894人 56,182人 △ 288人 △ 0.5％ 普及率 99.9％ 

年度末給水戸数 24,059戸 23,885戸 174戸 0.7％   

年 間 配 水 量 7,779,710㎥ 7,837,667㎥ △ 57,957㎥ △ 0.7％   

年 間 有 収 水 量 7,145,648㎥ 7,172,251㎥ △ 26,603㎥ △ 0.4％   

有 収 率 91.8％ 91.5％ 0.3ポイント     

本年度末の給水人口は５５，８９４人で、前年度と比較すると２８８人（０．５％）の減少、給 

水戸数は２４，０５９戸で、前年度と比較すると１７４戸（０．７％）の増加となった。また、普

及率は９９．９％である。 

年間配水量は７，７７９，７１０㎥で、前年度と比較すると５７，９５７㎥（０．７％）の減少、

年間有収水量は７，１４５，６４８㎥で、前年度と比較すると２６，６０３㎥（０．４％）の減少で

ある。 

なお、有収率は９１．８％で、前年度と比較すると０．３ポイントの増加となった。 

 

 

４ 経営成績 

本年度の利益については、経常利益が９４，９５５，２２３円であり、特別損失が２２０，０００

円あることから、当年度純利益は９４，７３５，２２３円となる。 

なお、前年度の純利益は１２３，６０５，７０３円であり、２８，８７０，４８０円（２３．４％）

の減少である。 

 

 

５ 財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産は、有形固定資産が５８，４６６，０４８円

の増加、流動資産が５１，９１２，５６５円の増加となり、資産合計は１１０，３７８，６１３円、

１．２％の増加となった。 

負債は、固定負債が３，０７７，５７３円の増加、流動負債が９，５５１，７６１円の減少となり、

負債合計は１５，６４３，３９０円、０．５％の増加となった。 

資本では、資本金が１１２，４５２，２３１円増加、剰余金が１７，７１７，００８円減少したこ

とから、資本合計は９４，７３５，２２３円、１．５％の増加となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、１１０，３７８，６１３円、１．２％の増加となった。 

 

 

６ 給水原価と供給単価について 

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比 較 増 減 率 

給 水 単 価 130円 73銭 127円 98銭 2円 75銭 2.1％ 

供 給 単 価 134円 94銭 134円 59銭 35銭 0.3％ 

差 益 4円 21銭 6円 61銭 △ 2円 40銭  

給水原価については１３０円７３銭で、前年度と比較して２円７５銭（２．１％）増加した。 

また、供給単価については１３４円９４銭で、前年度と比較して３５銭（０．３％）増加した。 
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Ⅱ 審査の結果 

平成３０年度の業務の状況、事業収益をみると、給水戸数は増加しているものの、給水人口や年間

配水量については前年度と比較して減少となっている。このため、収益的収入については、営業収益

及び営業外収益ともに減少しており、全体として決算額は減少となった。 

収益的支出についても、営業費用及び営業外費用ともに減少しており、全体として決算額は減少と

なった。 

当年度の純利益については９４，７３５，２２３円となり、前年度の純利益１２３，６０５，７０３

円と比較すると２８，８７０，４８０円の減少となった。 

財政状態については、固定資産及び流動資産ともに増加となり、資産合計は増加となった。負債に

ついては、固定負債が増加、流動負債が減少となり、負債合計は増加となった。資本については、資

本金が増加、剰余金が減少となり、資本合計は増加となった。 

また、建設改良事業については、高岡浄水場及び田波目配水場の県水受水流量計更新工事が完了と

なったほか、配水管の新設及び老朽管の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工事

の実施など、多額な費用が見込まれることとなることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度負

担が過度とならないよう計画的な経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され、

その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当で

あることが認められた。 
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２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 増減額 収入率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

収 益 
568,384,000 608,021,510 39,637,510 107.0% 581,316,914 26,704,596 4.6% 

営 業 外 

収 益 
367,628,000 282,725,543 △ 84,902,457 76.9% 312,928,369 △ 30,202,826 △ 9.7% 

計 936,012,000 890,747,053 △ 45,264,947 95.2% 894,245,283 △ 3,498,230 △ 0.4% 

農

集

事

業 

営 業 

収 益 
9,482,000 9,531,261 49,261 100.5% 9,576,636 △ 45,375 △ 0.5% 

営 業 外 

収 益 
51,283,000 46,659,047 △ 4,623,953 91.0% 47,928,577 △ 1,269,530 △ 2.6% 

計 60,765,000 56,190,308 △ 4,574,692 92.5% 57,505,213 △ 1,314,905 △ 2.3%  

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

収 益 
114,602,000 112,482,909 △ 2,119,091 98.2% 113,428,705 △ 945,796 △ 0.8% 

営 業 外 

収 益 
44,357,000 44,357,013 13 100.0% 44,939,352 △ 582,339 △ 1.3% 

計 158,959,000 156,839,922 △ 2,119,078 98.7% 158,368,057 △ 1,528,135 △ 1.0% 

合 計 1,155,736,000 1,103,777,283 △ 51,958,717 95.5% 1,110,118,553 △ 6,341,270 △ 0.6% 

 

収益的収入の決算額は１，１０３，７７７，２８３円で、予算額を５１，９５８，７１７円下回っ

た。 
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(2) 支出 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 不用額 執行率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

営 業 

費 用 
802,363,000 755,983,996 46,379,004 94.2% 721,361,604 34,622,392 4.8% 

営 業 外

費 用 
103,212,000 92,623,051 10,588,949 89.7%  104,213,695 △ 11,590,644 △ 11.1% 

特 別 

損 失 
112,000 34,796 77,204 31.1%  72,138 △ 37,342 △ 51.8% 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

計 910,687,000 848,641,843 62,045,157 93.2% 825,647,437 22,994,406 2.8% 

農

集

事

業 

営 業 

費 用 
58,593,000 52,557,610 6,035,390 89.7% 53,551,879 △ 994,269 △ 1.9% 

営 業 外 

費 用 
2,368,000 2,350,758 17,242 99.3% 2,511,542 △ 160,784 △ 6.4% 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 62,461,000 54,908,368 7,552,632 87.9%  56,063,421 △ 1,155,053  △ 2.1% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営 業 

費 用 
152,431,000 133,509,101 18,921,899 87.6% 135,290,682 △ 1,781,581 △ 1.3% 

営 業 外 

費 用 
655,000 654,233 767 99.9% 0 654,233 皆増 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 154,586,000 134,163,334 20,422,666 86.8% 135,290,682 △ 1,127,348 △ 0.8% 

合 計 1,127,734,000 1,037,713,545 90,020,455 92.0% 1,017,001,540 20,712,005 2.0% 

 

収益的支出の決算額は１，０３７，７１３，５４５円（執行率９２．０％）で、９０，０２０，４

５５円の不用額を生じた。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は６６，０６３，７３８円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益につい

ては、後述「４ 経営成績」のとおり３６，５０２，４０３円の純利益である。 
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２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

(1) 収入 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 増減額 収入率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

企 業 債 543,600,000 456,700,000 △ 86,900,000 84.0% 403,600,000 53,100,000 13.2% 

国 庫 

補 助 金 
44,100,000 15,000,000 △ 29,100,000 34.0% 25,300,000 △ 10,300,000 △ 40.7% 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

3,514,000 9,876,274 6,362,274 281.1% 2,739,093 7,137,181 260.6% 

他 会 計 

補 助 金 
46,621,000 45,843,000 △778,000 98.3% 43,467,000 2,376,000 5.5% 

計 637,835,000 527,419,274 △ 110,415,726 82.7% 475,106,093 52,313,181 11.0% 

農

集

事

業 

企 業 債 0 0 0 － 1,900,000 △ 1,900,000 皆減 

分 担 金 

及 び 

負 担 金 

1,000 0 △1,000 － 0 0 － 

計 1,000 0 △1,000 － 1,900,000 △ 1,900,000 皆減 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

企 業 債 145,100,000 127,100,000 △ 18,000,000 87.6% 154,500,000 △ 27,400,000 △ 17.7% 

基 金 

収 入 
51,000 50,800 △200 99.6% 82,550 △ 31,750 △ 38.5% 

計 145,151,000 127,150,800 △ 18,000,200 87.6% 154,582,550 △ 27,431,750 △ 17.7% 

合 計 782,987,000 654,570,074 △128,416,926 83.6% 631,588,643  22,981,431 3.6% 

 

資本的収入の決算額は６５４，５７０，０７４円で、予算額を１２８，４１６，９２６円（８３．

６％）下回っている。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金については、１，６３６，６００円であった。 
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(2) 支出 

(単位：円) 

区分 予算額 決算額 不用額 執行率 前年度決算額 増減額 増減率 

下

水

道 

事

業 

建 設 

改 良 費 
491,855,000 340,099,233 122,521,767 69.1% 319,130,939 20,968,294 6.6% 

企 業 債

償 還 金 
600,013,000 600,012,275 725 100.0% 591,776,882 8,235,393 1.4% 

計 1,091,868,000 940,111,508 122,522,492 86.1% 910,907,821 29,203,687 3.2% 

農

集

事

業 

建 設 

改 良 費 
0 0 0 － 1,944,000 △ 1,944,000 皆減 

企 業 債 

償 還 金 
8,807,000 8,806,041 959 100.0% 8,637,212 168,829 2.0% 

計 8,807,000 8,806,041 959 100.0% 10,581,212 △ 1,775,171 △ 16.8% 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

建 設 改

良 費 
145,191,000 128,052,360 17,138,640 88.2% 154,548,000 △ 26,495,640 △ 17.1% 

投 資 51,000 50,800 200 99.6% 82,550 △31,750 △ 38.5% 

計 145,242,000 128,103,160 17,138,840 88.2% 154,630,550 △ 26,527,390 △ 17.2% 

合 計 1,245,917,000 1,077,020,709 139,662,291 86.4% 1,076,119,583 901,126 0.1% 

 

資本的支出の決算額は１，０７７，０２０，７０９円（執行率８６．４％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、武蔵高萩駅北土地区画整理事業地

内の雨水管渠整備工事及び汚水管渠整備工事等が実施された。 

また、コミュニティ・プラント事業において、平成２９年度からの繰越事業であった高麗処理分

区管渠更生工事が完了した。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は２９，２３４，０００円で、継続費逓次繰

越額はなかった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は４２２，４５０，６３５円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２７，５１２，８００円、過年度分損益勘定留保資金３４３，７５６，１２６円及び減債

積立金５１，１８１，７０９円で補塡された。  
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３ 業務の状況 

項    目 区   分 平成３０年度 平成２９年度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年 度 末 処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

555.66ha 

24.00ha 

157.80ha 

553.14ha 

24.00ha 

157.80ha 

2.52ha 

0ha 

0ha 

0.5％ 

0％ 

0％      

年 度 末 処 理 

区 域 内 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

34,047人 

559人 

7,360人 

34,142人 

575人 

7,503人 

△95人 

△16人 

△143人 

△0.3％ 

△2.8％ 

△1.9％   

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

14,417戸 

210戸 

3,273戸 

14,243戸 

211戸 

3,284戸 

174戸 

△1戸 

△11戸 

1.2％ 

△0.5％   

△0.3％   

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,436人 

516人 

7,360人 

33,435人 

533人 

7,503人 

1人 

△17人 

△143人 

0％ 

△3.2％ 

 △1.9％   

年度末普及率 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

60.1％ 

1.0％ 

13.2％ 

60.0％ 

1.0％ 

13.3％ 

0.1ポイント 

0ポイント 

△0.1ポイント 

             

 

対 行 政 

人 口 比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,590,255㎥ 

57,727㎥ 

788,786㎥ 

3,796,391㎥ 

65,883㎥ 

851,631㎥ 

△206,136㎥ 

△8,156㎥ 

△62,845㎥ 

△5.4％ 

△12.4％   

△7.4％   

年間有収水量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,325,852㎥ 

56,872㎥ 

732,505㎥ 

3,226,211㎥ 

57,835㎥ 

741,540㎥ 

99,641㎥ 

 △963㎥ 

△9,035㎥  

3.1％ 

△1.7％    

△1.2％   

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

92.6％ 

98.5％ 

92.9％ 

85.0％ 

87.8％ 

87.1％ 

7.6ポイント 

10.7ポイント 

5.8ポイント 

 

  

 

下水道事業については、本年度末の水洗化済人口は３３，４３６人で、前年度末と比較して１人

（０．１％未満）の増加、水洗化済戸数は１４，４１７戸で、前年度末と比較して１７４戸（１．

２％）の増加となった。年間汚水処理水量は３，５９０，２５５㎥で、前年度末と比較して２０

６，１３６㎥（５．４％）の減少、有収率は９２．６％で、前年度末と比較して７．６ポイント増

加した。 

農業集落排水事業については、本年度末の水洗化済人口は５１６人で前年度末と比較して１７人

（３．２％）の減少、水洗化済戸数は２１０戸で、前年度末と比較して１戸（０．５％）の減少と

なった。年間汚水処理水量は５７，７２７㎥で、前年度末と比較して８，１５６㎥（１２．４％）

の減少、有収率は９８．５％で、前年度末と比較して１０．７ポイント増加した。 

コミュニティ・プラント事業については、本年度末の水洗化済人口は７，３６０人で、前年度末

と比較して１４３人（１．９％）の減少、水洗化済戸数は３，２７３戸で、前年度末と比較して１

１戸（０．３％）の減少となった。年間汚水処理水量は７８８，７８６㎥で、前年度末と比較して

６２，８４５㎥（７．４％）の減少、有収率は９２．９％で、前年度末と比較して５．８ポイント

増加した。 
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４  経営成績 

本年度については、経常利益が３６，５２５，４６３円であるが、特別損失が２３，０６０円あ

ることから、当年度純利益は３６，５０２，４０３円となる。なお、前年度の純利益は６４，４４

７，９４０円であり、２７，９４５，５３７円減少した。 

 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産においては、有形固定資産が５６，６６１，

７２３円減少し、流動資産合計が９６，３５９，９８９円減少したことなどから、資産合計は１５

２，９７０，９１２円の減少となった。 

負債合計では、長期前受金収益化累計額の減により１８９，５２４，１１５円の減少となった。 

資本合計では、資本金及び剰余金の増により３６，５５３，２０３円の増加となった。 

これらのことにより、負債・資本合計は１５２，９７０，９１２円、０．９％の減少となった。 

 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 平 成 ３ ０ 年 度 平 成 ２ ９ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 153円 64銭 152円 29銭 1円 35銭 0.9％ 

使 用 料 単 価 157円 60銭 155円 16銭 2円 44銭 1.6％ 

差 益 3円 96銭 2円 87銭 1円  9銭  

処理原価については１５３円６４銭で、前年度と比較して１円３５銭（０．９％）増加した。ま

た、使用料単価については１５７円６０銭で、前年度と比較して２円４４銭（１．６％）上昇し

た。 

その結果、差益は３円９６銭となり、前年度と比較して１円９銭の増加となった。 
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Ⅱ 審査の結果 

平成３０年度の経営成績をみると、収益的収入においては、下水道事業の営業外収益が減少とな

り、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業の営業収益及び営業外収益も減少となり、

全体の決算額としては減少した。 

また、収益的支出においては、下水道事業の営業費用は増加し、農業集落排水事業及びコミュニ

ティ・プラント事業は全般的に減少したが、全体の決算額としては増加となった。 

このほか、資本的収入においては、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業が全般的

な減少となったが、下水道事業の企業債、分担金及び負担金、他会計補助金が増加となり、全体の

決算額としては増加となった。さらに、資本的支出においては、下水道事業の建設改良費と企業債

償還金が増加したが、コミュニティ・プラント事業が減少となり、全体の決算額としては増加とな

った。 

下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業の事業収益合計は１，０４９，

２７０，９７９円で、事業費用合計１，０１２，７６８，５７６円を差し引くと、平成３０年度の

純利益は３６，５０２，４０３円となり、前年度と比較して２７，９４５，５３７円の減少となっ

た。 

キャッシュ・フロー計算書では、平成３０年度末における現金・預金は、資金期首残高と比較し

て１１，５５０，５７９円の減少となっており、業務活動による収入の減少が主な要因である。平

成３０年度末における現金・預金の残高は７３７，３１４，４２４円で、これらの現金は、主に建

設改良費等の財源に充てるための企業債の償還などの財源に用いられるものと考えられるが、浄化

センターの耐震化、経年による各種更新工事といった事業が予定されていることから計画的な経営

が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成さ

れ、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も

妥当であることが認められた。 
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